
道路貨物運送業
（死亡９１人　休業４日以上１２，７４７人）

陸上貨物取扱業
（死亡６人　休業４日以上１，２３０人）

陸上貨物運送事業における労働災害発生状況等について
平塚労働基準監督署

平成２８年における労働災害発生状況（都道府県別ワースト）

平成２８年に発生した休業４日以上の労働災害件数を都道府県別にみると、神奈川

県は道路貨物運送業では６番目、陸上貨物取扱業では２番目に多くなっています。

過去５年間における神奈川県下で発生した死亡災害件数は、道路貨物運送業では毎

年３件前後、陸上貨物取扱業では１件以下の発生となっています。（平成２７年以降に県

下で発生した死亡災害概要は下表の通り。）

また、休業４日以上の労働災害件数は、道路貨物運送業では平成２６年に７３５件と大

幅に増加し、平成２７年から減少していますが、依然として高止まりしています。

陸上貨物取扱業では平成２７年に大幅に増加しており、平成２８年においても高止まり

しています。

なお、全国的に陸上貨物運送事業における死亡災害の約８０パーセントが「荷役５大

災害」による事故の型で発生しています。（荷役５大災害については、後述参照。）

1 大阪 １，０１８人

2 埼玉 ９３１人

3 東京 ９０１人

4 愛知 ７５４人

5 北海道 ７３２人

6 神奈川 ６９４人

1 千葉 １６７人

2 神奈川 １６５人

3 大阪 １３６人

4 埼玉 １１６人

5 愛知 ９４人

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

道路貨物運送業（死亡） 4 3 3 3 2

陸上貨物取扱業（死亡） 0 1 0 1 0

道路貨物運送業（休業4日以
上）

687 672 735 709 694

陸上貨物取扱業（休業4日以
上）

138 134 113 167 165
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神奈川県下の陸上貨物運送事業における労働災害発生状況



平成２７年以降に神奈川県下で陸上貨物運送事業において発生した死亡災害



事故の型別災害発生状況（道路貨物運送業）

平成２８年に道路貨物運送業において発生した休業４日以上の労働災害を事故の

型別に分類すると、県内・平塚署管内のどちらにおいても「墜落・転落」の割合が最も

多くなっています。

平塚署管内では、「墜落・転落」災害が４割強を占めており、内容を見ると、全１８件

中１３件がトラック荷台からの「墜落・転落｣となっています。

平塚署管内において、過去５年間に陸上貨物運送事業において死亡災害は発生して

いません。

休業４日以上の労働災害件数は、道路貨物運送業では平成２５年に減少傾向を示し

ましたが、平成２７年から再び増加しています。陸上貨物取扱業でも平成２６年に１件ま

で減少しましたが平成２７年から再び増加傾向を示しています。

以下に平成２８年に陸上貨物運送事業で発生した労働災害分析結果を掲載します。

平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

道路貨物運送業（死亡） 0 0 0 0 0

陸上貨物取扱業（死亡） 0 0 0 0 0

道路貨物運送業（休業4日以上） 51 49 38 39 40

陸上貨物取扱業（休業4日以上） 2 8 1 9 9

0 0 0 0 00 0 0 0 0
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平塚署管内の陸上貨物運送事業における災害発生状況
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事故の型別災害発生状況（陸上貨物取扱業）

年齢別災害発生状況（道路貨物運送業）
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平成２８年に陸上貨物取扱業において発生した休業４日以上の労働災害を事故の

型別に分類すると、県内・平塚署管内のどちらにおいても「転倒」及び「動作の反動・

無理な動作」の割合が多くなっています。

平塚署管内においては、特に「動作の反動・無理な動作」の割合が県内の状況より

多くなっています。

「動作の反動・無理な動作」の発生状況の多くは、重量物の荷を運搬している際

や、継続して荷の取扱いを行っている際に腰や上肢を痛めたものとなっています。

平成２８年に道路貨物運送業において発生した休業４日以上の労働災害を被災者

の年齢別に分類すると、県内・平塚署管内のどちらにおいても同じ傾向を示してお

り、｢４０歳以上｣の割合が多く、約７割を占めています。
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年齢別災害発生状況（陸上貨物取扱業）

事業場規模別災害発生状況（道路貨物運送業）

平成２８年に陸上貨物取扱業において発生した休業４日以上の労働災害を被災者

の年齢別に分類すると、県内・平塚署管内のどちらにおいても、｢４０歳以上６０歳未

満｣で５割以上を占めています。

なお平塚署管内においては、県内の状況に比べ、４０歳未満の割合も多くなってい

ます。

平成２８年に道路貨物運送業において発生した休業４日以上の労働災害を事業場

規模別に分類すると、県内・平塚署管内のどちらにおいても、「５０人未満」の事業場

で６割以上を占めています。

要因として、５０人未満の事業場は、安全管理者の選任や安全衛生委員会開催な

どが法律上求められてないため、安全衛生管理活動が低調となる傾向があることが

考えられます。
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事業場規模別災害発生状況（陸上貨物取扱業）

平成２８年に陸上貨物取扱業において発生した休業４日以上の労働災害を事業場

規模別に分類すると、県内・平塚署管内のどちらにおいても道路貨物運送業と異な

り、「５０人以上」の事業場で５割以上を占めています。

平塚署管内においては、「１００人以上３００人未満」の事業場の割合が最も多くなっ

ており、県央・県西地域の大規模物流施設の開発が進んでいるなかで、安全衛生管

理体制が未整備のまま事業を開始し、非正規労働者に対する安全衛生教育が十分

に行われない等の問題が考えられます。

場所別災害発生状況（道路貨物運送業）

荷主先

52%
自社構内

30%

その他（道

路等）

18%
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｢墜落・転落｣

災害のみで見ると

平成２８年に道路貨物運送業において発生した休業４日以上の労働災害を災害

発生場所で分類すると、荷主先での災害が５割を超えています。

また｢墜落・転落｣災害に特化して分類すると、荷主先での災害が６割弱となってい

ます。

この傾向は、道路貨物運送業に特有の現象で、道路貨物運送業事業者だけでは

荷主先における設備的な対策を講じることは困難であり、荷主と連携・協力して安全

対策を講じることが求められます。

厚生労働省では、｢陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライ

ン｣において、荷主との連携・協力の方法などを示しています。
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以下に示す「安全作業連絡書」は、道路貨物運送事業者と荷主が ｢陸上貨物運

送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン｣に基づく取組を実施するに当た

り、安全な荷役作業に欠かすことができないものとなっていますので、作成に努めて

ください。





「荷役５大災害」防止チェックリスト（道路貨物運送事業者用）

道路貨物運送事業者としての取組状況を確認しましょう！





「荷役５大災害」防止チェックリスト（荷主用）

荷主としての取組状況を確認しましょう！


